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オンライン化を全庁的に推進し、より多くの市民に利用してもらえるよう、
手続の優先度を整理し、行政ＤＸ推進課が担当課を支援しながら手続の
オンライン化に取り組む必要がある

・令和元年デジタル手続法が成立、自治体の行政手続は原則オンライン化（努力義務）

・本市では４,９００件の様式のうち約3,３００件の押印を廃止

・オンライン化された手続を多くの市民に提供する必要があるが、各課まかせに
なっていて、進んでいない状況

■ 現状

現状と目指す方向

行政手続オンライン化の推進について
令和５年9月２９日部長会議

総務部情報化推進グループ行政DX推進課

■ 目指す方向



２

■ 市民のニーズ及びオンラインの利用状況

・Ｒ２年度の市民アンケートによると市民が必要と考えるサービスのデジタル化の
第２位は 「スマホでできる申請手続」で、市民の３分の２が希望

・市民のスマホ保有率、オンライン手続の利用率は20代から40代が高い

・事業者の手続は、国や民間でオンライン化が進んでいる

① 市民がスマホで申請しやすく、また担当課が早期に提供できる
様式が簡素なものを優先する

② 多くの市民にサービスを利用してもらえる
個人かつ若い世代が利用するものを優先する

③ 事業者は、国等でオンラインを利用し、受け入れてもらいやすいことから
事業者が利用するものについても取り組む

市民ニーズ・オンラインの利用状況から見る手続の優先度の整理

■ オンライン化の優先度の整理



３

▼ 取組範囲の順序

個
人

事
業
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若
い
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全
世
代

様式が複雑

３

２

令和９年度以降

の完了次第

令和５年度１

２ 令和６年度～８年度

様式が簡素様式がやや複雑

■ ４,９００件のうち未着手３,９００件の様式を業務、種類、世代で分類、１５０様式が最優先

オンライン化の取組順序

サービス等110件 届出・証明書40件

サービス等

150件

届出・証明書
1,050件

サービス等

130件

届出・証明書

570件

許可

150件

許可

200件

認可・補助金

400件

認可・補助金
1,080件

認可・補助金
20件

福祉
総務
産業

暮らしに係る
（斎場等）許可

食品生活
（営業等）許可

行政財産使用許可

子育て補助金

保健福祉
補助金

地域・環境･商工
補助金

子育て
サービス等

子育て
給付金等

子育て検診
関係

講座等募集申請 暮らしの手続

保健福祉
サービス利用

税に係る
証明書関係

暮らしの
証明書関係

消防（消防団）報告等

建設・工事届出報告

水道関係等建設・水道
補助金

建設・工事許可

都市計画（広告等）許可

文化財許可

建設
その他



オンライン化の取組手順 ４

■ 担当課は、行政DX推進課と協議・検討を行いながら推進

〇対象手続の調査票の提出
（取扱い件数、手数料、条例、

オンライン化見込み等）

〇電子申請フォームの作成
（行政ＤＸ推進課の業務委託）

【手順１】

取組手続の
決定

【手順２】

手続の
オンライン化

〇対象手続提示及び調査票入力依頼

担当課 行政DX推進課

〇業務の見直し支援
（行政ＤＸ推進課の職員サポート、

研修開催等）

〇電子申請フォームの確認・公開
〇業務の調整・見直しの検討

〇調査票に基づくヒアリングの実施
〇両者による取組手続の調整・決定

■ 主な担当課

スケジュール

目安

２ヶ月
程度

１０月頃

２ヶ月
程度

１ヶ月
程度

随時
支援

令和５年度 福祉政策課、健康課、こども政策課、子育て家庭福祉課、保育・幼稚園課

令和６年度～ 取扱件数等を踏まえながら対象手続の多い所属課から開始

随
時
オ
ン
ラ
イ
ン
化
※

※ 担当課において、早期に実施したいものは実施可能


